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労働供給に対しては非労働所得が所得効果をもたらすことから、余暇が正常財である場合には、

非労働所得が労働を抑制することが理論的に明らかになっている。非労働所得として配偶者の所

得に着目した研究は少なくないが、わが国においては、資産所得も近年相当な金額になっている

ことが観察されている。労働供給に与える個々人の社会経済的属性の影響をミクロデータに基づ

いて実証分析した研究は、わが国でも数多く存在する。その中でも、ミクロ理論モデルに基づく

計量分析としては、樋口(1991)以降、多くの研究蓄積がある。しかしながら、非労働所得のうち、

とくに家計資産が就業選択に及ぼす影響についてミクロデータによる実証分析を行った先行研究

は数少ない。とりわけ、公的統計のミクロデータを用いて、家計資産の大部分を占める実物資産

（不動産など）が就業に与える影響を実証的に明らかにした先行研究は、わが国では見当たらな

い。 

その一方で、不動産の所有が労働供給に及ぼす影響に関しては、とくに住宅取得や住宅ローン

の返済状況の観点から、経済政策上の関心がある。男性と比較して弾力的な女性の労働供給の推

定が注目されることが多く、カナダでの実証研究である Fortin(1995)が、初期の計量分析の事例

として知られている。近年では、アメリカの大都市で観察される、居住地の地価と女性の労働供

給に関する正の相関について、地域ごとの地価のデータを用いて因果関係を精密に検証しようと

した Johnson(2014)による実証研究がある。また、Ito and Dejima(2016)は、公的統計である｢全

国消費実態調査(以下｢全消｣)｣の匿名データを用いて、わが国の家計の金融資産総額がその世帯員

の労働供給に及ぼす影響を検証した。本分析によれば、所得階層によって区分したいくつかのサ

ブサンプルでは、労働供給に対して有意に負の影響をもたらすことが明らかになっている。 

本報告では、居住地情報を活用した上で、保有不動産・金融資産と家族構成・就業との関係に

ついて実証分析を行う。具体的には、金融資産や実物資産の内訳まで把握可能な全消の個票デー

タ(調査票情報)を利用することによって、リスクの差に応じた保有不動産や金融資産の労働供給

に与える効果を明らかにする。さらに、本報告においては、全消の個票データをもとに宅地単価

の推定を行った上で、宅地単価に基づく地域属性が就業に及ぼす影響についても考察する。 

本分析によれば、就業にリスク資産や実物資産が与える影響については、2009 年と 2014 年で

異なる結果が得られることが確認された。それについては、不動産の将来価格の期待が好転した

ことが考えられる。その理由としては、2013年 4月の量的・質的金融緩和の導入の可能性が指摘

されるが、厳密な検証にはさらなる分析が必要となる。 

(分析結果の詳細については、報告当日に発表する。) 
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